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中
央
区
の
教
育
環
境
に
関
す
る
基
本
条
例
（
前
文
） 

  
 

一
人
ひ
と
り
の
子
ど
も
が
、
そ
の
人
権
を
等
し
く
尊
重
さ
れ
、
心
身
と
も
に
健
康
で
、
自
主
性
と
創
造
性
に
富
み
、
人
間
性 

 

豊
か
に
育
つ
こ
と
は
、
私
た
ち
区
民
す
べ
て
の
願
い
で
あ
る
。 

 
 

こ
の
願
い
を
実
現
す
る
た
め
に
は
、
子
ど
も
が
自
ら
学
ぶ
意
欲
を
持
ち
、
そ
の
能
力
に
応
じ
た
教
育
の
機
会
を
得
る
と
と
も 

 

に
、
良
好
な
生
活
環
境
は
も
と
よ
り
、
人
や
自
然
と
の
様
々
な
ふ
れ
あ
い
を
通
し
て
、
人
権
を
尊
重
す
る
心
、
他
人
を
思
い
や 

 

る
心
、
美
し
い
も
の
に
感
動
す
る
心
な
ど
を
培
う
こ
と
の
で
き
る
環
境
が
必
要
で
あ
る
。 

 
 

す
べ
て
の
大
人
は
、
家
庭
、
地
域
社
会
、
学
校
、
文
化
、
風
俗
、
自
然
な
ど
子
ど
も
を
取
り
巻
く
あ
ら
ゆ
る
環
境
が
、
子
ど 

 

も
の
心
身
の
健
全
な
成
長
に
と
っ
て
極
め
て
重
要
な
も
の
で
あ
る
こ
と
を
認
識
し
、
教
育
的
な
見
地
か
ら
そ
の
維
持
向
上
に
努 

 

め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 
 

中
央
区
、
区
民
及
び
事
業
者
が
相
互
に
協
力
し
な
が
ら
そ
れ
ぞ
れ
の
役
割
を
果
た
し
、
よ
り
良
い
教
育
環
境
を
実
現
す
る
た 

 

め
、
こ
の
条
例
を
制
定
す
る
。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

（
平
成
十
一
年
四
月
一
日 

公
布
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Ⅰ 教育行財政 

 

１ 中央区教育委員会の教育目標 

中央区教育委員会は、「次代を担う子どもたちが、心身ともに健康で、勤労と責任を重

んじ、広く国際社会において信頼と尊敬を得られる人間性豊かな人として成長すること

を目指す」とともに、「区民の生涯にわたる学習・文化・スポーツ活動を支援する」ため、

次の「教育目標」を掲げている。 

○ 子どもたちが希望に満ち、自らの未来を切り拓いていけるように 

・ 思いやりの心、健康な体、強い意志をもつ人 

・ すすんで学び、考え、行動する人 

・ 人の役に立つことを積極的に行う人 

の育成に向けた教育を推進します。 

○ 子どものころから生涯を通じて、文化やスポーツなどの活動に親しむことがで

きるよう、関係機関等と連携して生涯学習を推進します。 

 

２ 中央区教育振興基本計画２０２５の推進 

令和２（2020）年３月に策定した「中央区教育振興基本計画 2020」（令和２（2020）

～令和 11（2029）年度までの 10 年間）が計画期間の半期を経過するにあたり、各施策

の取組状況やこの間における社会情勢の変化、学校教育を取り巻く状況の変化などを踏

まえ、計画後半期における教育施策の着実な前進を図るため、令和７年３月に「中央区

教育振興基本計画 2025」として必要な見直しを行った。 

「知（確かな学力）」、「徳（豊かな心）」、「体（健やかな体）」の３分野別の方針と生涯

学習支援に関する方針から構成される本計画の基本方針に基づき積極的に教育行政を展

開している。 

【基本方針および主要施策】 

基本方針１ 個性や能力を伸ばす教育の推進 

（１）確かな学力の定着・向上 

  （２）魅力ある学校づくり 

  （３）教育支援の充実 

基本方針２ 豊かな心、温かな人間関係を育む教育の推進 

（１）子どもの健全な育成の推進 

  （２）いじめを生まない学校づくり 
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  （３）良好な教育環境の推進 

基本方針３ 健康な体づくりの推進 

（１）健康づくりの推進 

  （２）学校における体育・スポーツ活動の充実 

基本方針４ 文化・スポーツなどの生涯学習活動への支援の充実 

（１）図書館サービス等の推進 

  （２）スポーツ・レクリエーション活動への支援 

 

３ 教育委員会の制度と組織 

教育委員会は、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に基づき設置された合議

制の執行機関として、教育長と４人の委員で組織されるもので、その権限に属する教育

に関する事務を管理執行する。 

教育委員会の会務を総理し、教育委員会を代表する教育長は、教育行政に関し識見を

有するもののうちから、区長が区議会の同意を得て任命するもので、任期は３年である。 

委員は、教育、学術および文化に関し識見を有するもののうちから、区長が区議会の

同意を得て任命するもので、任期は４年である。 

（１）委員の名簿  

職　　名 氏　　名 就　　任

北　澤　　　武 令 和 ６ 年 12 月 １ 日委　　　　　員

委　　　　　員

委　　　　　員 伊　東　　佳　子 令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日

教　　育　　長

小　川　　　将 令 和 ４ 年 10 月 ６ 日

教　　育　　長
職 務 代 理 者

平　林　　治　樹 令 和 ６ 年 ７ 月 １ 日

坂　本　　順　子 令 和 ３ 年 12 月 １ 日

 

 

 

 

 

 

 

 

（令和７年４月１日現在） 
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（２）令和６年教育委員会の開会回数、審議事項等 

    

  

開会回数 主な審議事項

１　教育予算および条例についての意見に関すること

２　教育委員会規則の制定改廃に関すること

３　教育委員会の教育目標に関すること

４　区立学校において令和７年度に使用する教科書の選択に関すること

５　区民文化財の登録および指定に関すること

６　教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行状況の点検並びに評価

　　に関すること

７　教育委員会幹部職員等の人事に関すること

17回

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（令和６年１月～令和６年 12 月） 
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（３）教育委員会事務局等組織（令和７年４月１日現在） 
 

　

主 査

塚 本 由 香 里

幼 児 教 育 支 援 係 長

事 業 係 長

村 上 隆 史 教 育 支 援 係 長 宇 田 川 英 利

教育センター 所長 管 理 係 長 楡 木 智 宏

副 参 事

増 山 一 成

増 田 健 司

植 木 良 則

幼 児 教 育 担 当 専 門 幹 渡 邉 大 二 郎

榎 戸 健郷 土 資 料 館 次 長

管 理 係 長

指 導 主 事 支 倉 絵 璃

指 導 主 事 駒 場 一 史

指 導 主 事 大 竹 悠 介

指 導 主 事 塚 崎 俊 彦

教 育 ICT 推 進 係 長 片 桐 崇

教 職 員 人 事 担 当 係 長 渡 邉 剛 史

教 育 DX 担 当 係 長 中 島 淳

統 括 指 導 主 事 平 野 収

統 括 指 導 主 事 深 滝 恵

指 導 主 事 小 松 和 子

加 藤 直 子

山 田 千 穂

小 杉 太 我

西 川 泰 代

教 職 員 係 長 松 倉 史 郎

施 設 管 理 係 長 秋 保 善 孝

施 設 整 備 係 長 長 谷 川 良

施 設 整 備 担 当 係 長 松 田 静 加

図 書 文 化 財 課 長

(文化財保護・資料活用・特命担当)

主 査

教 育 長 次 長 庶 務 課 長 庶 務 係 長 一 瀬 知 之

学 校 給 食 担 当 係 長 伊 森 久 美 子

秋 山 和 美

学 事 係 長 竹 内 秀 徳

教 育 政 策 係 長

保 健 給 食 係 長

畝 尾 宏 明

平 林 治 樹 北 澤 千 恵 子 古 賀 政 成

学 校 施 設 課 長

田 中 恒 祐

指 導 室 長

清 水 真 紀

学 務 課 長

教育政策担当 課長

（ 庶 務 課 長 兼 務 ）
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（４）各課・室・館の分掌事務 

課名 係　　名 分　　掌　　事　　務

庶 務 係
教育委員会関係、教育行政の推進および点検、規則・訓令の立案、予算・決算の調整、教育
財産の管理、文書、公印、学校職員等の人事、ＰＴＡ連合会への支援、教育広報誌の発行、教
育行政相談

教 育 政 策 係 教育行政の企画および調整

学 事 係
学齢児童・生徒および幼児の就学・就園、区立学校の設置・廃止および管理運営、学級編
制、区立養護学園・特別支援学級の設置・廃止、就学援助に関すること

保 健 給 食 係

区立校外学園の設置・廃止、区立養護学園の学級編成、区立養護学園および校外学園の管
理運営、区立校外学園の社会教育・社会体育利用、区立学校の保健衛生、日本スポーツ振興
センターの災害共済給付、学校給食の管理運営および学校給食に係る保護者負担軽減に関
すること

幼 児 教 育 支 援 係 区立幼稚園の弁当給食・預かり保育、幼保連携型認定こども園の運営に関すること

学校給食担当係長 学校給食の指導助言および総合的計画・調整

施 設 管 理 係 区立学校施設の維持管理、学校防災、学校施設開放

施 設 整 備 係 区立学校施設の増改築および修繕工事

施設整備担当係長 区立学校施設の整備・改築に関する調整

教 職 員 係 教職員の人事・給与・福利厚生、会計年度任用職員の任免

事 業 係 学力向上、国際理解教育

教 育 Ｉ Ｃ Ｔ 推 進 係 学校教育におけるＩＣＴの活用、ＩＣＴ機器の整備

教職員人事担当係長 教育管理職の人事、服務に関すること

教育 Ｄ Ｘ 担当 係長 教育ＤＸおよび教育ＩＣＴに関すること

指 導 主 事 教育課程、学習・生徒・進路指導、学校経営および教育の相談、教職員の研修

管 理 係
施設および設備の管理、図書館相互および郷土資料館の連絡調整、施設整備計画、図書資
料の収集および廃棄の確認等管理、子ども読書活動推進計画、図書館のサービス調整、学校
図書館連携事業の企画・調整

郷 土 資 料 館 文化財の保存・活用、文化財保護思想の普及、文化財保護審議会

管 理 係
教育センターの運営、教科書採択および無償給与、いじめ・不登校対策、学校図書館支援セ
ンターの運営

教 育 支 援 係 特別な支援を必要とする児童・生徒の就学相談、教育相談

教
育
セ
ン
タ
ー

図
書
文
化
財
課

庶
務
課

学
務
課

指
導
室

学
校
施
設
課
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（５）教育委員会事務局等職員配置表 

（令和７年４月１日現在）

　課　　別

次 長
1 1

［2］ ［2］

13 1 11 1

25 1 21 3

14 1 11 1 1

24 1 14 1 7 1

12 1 11

副 参 事

（文化財保護・資料
活 用 ・ 特 命 担 当 ） 1 1

※1 ※1

12 1 8 3

1 1

［2］ ［2］

※1 ※1

103 1 7 76 3 1 1 4 1 7 1 1
(注) ※は、再任用短時間職員、外書き
    ［ ］は、社会教育主事（区民部文化・生涯学習課生涯学習係併任）、外書き

教育政策担当課長は庶務課長が兼務するため、本表には記載しない

用

務

栄

養

士

学 校 施 設 課

指 導 室

図 書 文 化 財 課

一

般

事

務

職　　別　

合

計

参

事

副

参

事

学 務 課

心

理

建

築

技

術

機

械

技

術

指

導

主

事

合 計

柏 学 園

幼

児

教

育

担

当

専

門

幹

庶 務 課事

務

局

教 育 セ ン タ ー

Ｉ

Ｃ

Ｔ
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（６）小学校・中学校・幼稚園および宇佐美学園職員配置表

（令和７年４月１日現在）

合

計

一

般

事

務

児

童

指

導

栄

養

士

用

務

・

作

業

Ⅱ

用

務

・

作

業

Ⅱ

幼

稚

園
※15 ※0 ※0 ※0 ※10 ※5

35 6 0 9 13 7
小学校計 ※13 ※0 ※0 ※0 ※8 ※5

(幼稚園含む) 28 0 0 9 12 7
城東 ※1 ※1

0
※2 ※1 ※1

0
※2 ※1 ※1

0
※1 ※1

0
京橋築地 ※1 ※1

(京橋朝海) 1 1
※1 ※1

1 1
※0

1 1
※1 ※1

1 1
※0

2 1 1
※1 ※1

5 3 1 1
※0

2 2
※0

1 1
※2 ※2

1 1
※0

3 2 1
月島第三 ※0
(晴海) 4 1 2 1

※1 ※1
2 1 1
0
3 3

※0
1 1

※2 ※0 ※0 ※0 ※2 ※0
7 6 0 0 1 0

※0
1 1

※1 ※1
1 1

※1 ※1
1 1

※0
2 1 1

※0
2 2

※3 ※2 ※1
9 1 8

※18 ※0 ※2 ※1 ※10 ※5
44 7 8 9 13 7

(注) ※は、再任用職員、外書き

　　 晴海西小・中学校の用務・作業は業務委託

宇佐美学園

合　　　　　計

月島幼

中
学
校

中学校計

銀座

佃

晴海

日本橋

晴海西

晴海西

小・中・幼計

小
学
校
（

幼
稚
園
含
む
）

泰明

中央

明石

明正

常盤

日本橋

有馬

久松

阪本

佃島

月島第一

月島第二

豊海
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４ 教育広報紙「かがやき」の発行 

教育行政に関する施策内容のほか、学校の現状や教育委員会の考え方などについて、

区民や保護者に周知し、理解の促進を図ることを目的として教育広報紙「かがやき」を

発行している。 

また、子どもたちの活躍や保護者の意見、生涯学習・スポーツ団体の活動状況などを

積極的に取り上げ、教育委員会と保護者・地域・関係団体とを結ぶコミュニケーション

手段としても活用している。 

 

５ 教育に関する事務の点検および評価 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に基づき、毎年、前年度の教育委員会

の権限に属する事務の管理および執行の状況について、点検および評価を行い、その結

果に関する報告書を作成し、これを区議会に提出するとともに公表している。 

 

６ 晴海西小学校第二校舎の整備 

  晴海地区における児童数の増加に対応するため、晴海四丁目に晴海西小学校の第二校 

 舎を整備する。 

 

７ 日本橋中学校の改築 

  生徒数の増加に対応ができるよう、日本橋中学校の改築を行い、良好な教育環境の維

持・向上を図る。併せて、隣接する千代田公園、公園内公衆便所を再整備するとともに、

隅田川テラスとの連絡橋を整備し、学校と公園それぞれの機能の更新を図る。 

  なお、解体・建設工事期間中は、浜町公園内に整備する仮校舎を使用する。  
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８ 教育財政 

（１）令和７年度 教育歳出予算のあらまし 

本年度の教育予算の総額は、214億6,241万5千円となり、中央区一般会計予算の

13.2％を占めている。 

久松小学校・久松幼稚園の改修の減などがあるものの、銀座中学校の改修、ＩＣＴ

機器の活用推進、常盤小学校の改修の増などにより、前年度に比べ62億2,870万円8千

円（40.9％増）の増額となった。 

【本年度予算の主な新規・充実内容】 

幼稚園施策の充実                       267,069 千円 

  区立幼稚園における教育環境のさらなる充実を図るため、非認知能力向上に向 

 けた取組を試行的に実施するとともに、子育ての支援策をより一層推進する。 

(1) すくわくプログラムの実施【新規】            22,500 千円 

  ＊ 実 施 園 区立幼稚園，幼保連携型認定こども園 

  ＊ 概  要 「音」や「自然」など、各園が設定するテーマに沿って探究活 

         動を実践し、園児の非認知能力向上を図る。 

  (2) 預かり保育実施時間の延長【充実】                      244,569 千円 

  ＊ 実 施 園 区立幼稚園 

  ＊ 利用時間 教育時間終了後～午後 6 時（令和６年度まで午後 4時 30 分） 

         （長期休業日は午前 9 時～午後 6時） 

  ＊ 利用料金 日額 400 円（長期休業日は日額 800 円） 

  ＊ 開始時期 令和 7年 4月 

エデュケーション・アシスタントの配置【新規】                  110,534 千円 

  小学校低学年の副担任業務などを行うエデュケーション・アシスタントを全小 

 学校に配置することで、児童へのきめ細やかな指導を通した学級運営の充実や教 

員の校務負担軽減を図る。 
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校内別室指導支援員の配置【充実】                16,848 千円 

  小・中学校における不登校の要因は多様化しており、子ども一人一人の状況に 

 応じた適切な支援の必要性が高まっていることから、校内別室指導支援員を全中

学校に配置するとともに、小学校にも順次配置する。 

＊ 業務内容 自主学習の見守り，学習支援 など  

  ＊ 活動時間 登校時から下校時までの間 

  ＊ 配置計画 令和 7年度から 中学校 5校（晴海西中学校を追加） 

                  小学校 4校（佃島小学校，月島第二小学校， 

                       月島第三小学校，豊海小学校） 

 
晴海西小学校第二校舎の整備                   256,105 千円 

  晴海地区における児童数の増加に対応するため、晴海四丁目に晴海西小学校の

第二校舎を整備する。 

  ＊ スケジュール 令和 5年度～7 年度  基本設計・実施設計   

           令和 8年度～10 年度 建設工事 

           令和 11 年度        開設（予定） 

学校等の主な改修                       5,204,560 千円 

(1)  泰明小学校・泰明幼稚園                     496,921 千円 

内部改修 

  (2)   明石小学校・明石幼稚園                 59,930 千円 

     照明設備改修 

  (3)  常盤小学校                                          735,642 千円 

       内部改修 

  (4)  日本橋小学校・日本橋幼稚園                          212,995 千円 

       受変電施設改修、特別支援学級整備 

(5)   有馬小学校                                          50,735 千円 

       少人数教室整備、トイレ改修 

(6)   久松小学校・久松幼稚園                               688,533 千円 

       建築・電気設備・機械設備大規模改修 

  (7)   月島第一小学校                                       126,017 千円 

       照明設備改修、冷暖房機改修 

(8)   晴海西小学校・晴海西中学校                           358,183 千円 

普通教室整備等 
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(9)   銀座中学校                                 2,347,991 千円 

建築・電気設備・機械設備大規模改修 

(10)  晴海中学校                                   127,613 千円 

照明設備改修、給湯設備改修 

日本橋中学校の改築および千代田公園の再編整備         1,357,579 千円                 

 （教育予算  1,314,759 千円） 

  生徒数の増加に対応ができるよう、日本橋中学校の改築を行い、良好な教育環

境の維持・向上を図る。併せて、隣接する千代田公園、公園内公衆便所を再整備

するとともに、隅田川テラスとの連絡橋を整備し、学校と公園それぞれの機能の

更新を図る。 

  なお、解体・建設工事期間中は、浜町公園内に整備する仮校舎を使用する。 

  ＊ スケジュール  

令和 5 年度～6年度  基本設計・実施設計、仮校舎整備   

    令和 7年度～11 年度 仮校舎への移転、校舎解体工事、新校舎建設工事 

            連絡橋整備工事、新公園整備工事 

            公園内公衆便所工事 

    令和 11 年度                     新校舎開設・新公園等供用開始（予定） 
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（２）予算概要 

予算額

（款）教育費 21,462,415

（項）教育総務費 2,341,190

（目）教育総務費 2,341,190 1 職員の給与費

2 教育委員会運営事業

(1) 教育委員会運営 15,821

(2) 教育広報紙「かがやき」の発行 4,944

3 一般事務

(1) ＰＴＡ活動への支援 672

(2) その他一般事務 106,436

（項）学校教育費 17,588,516

（目）学校運営費 13,783,240 1 小学校管理事業

(1) 小学校教育活動 537,121

(2) スクールバスの運行 195,529

(3) 小学校通学路防犯設備の管理 1,779

(4) 小学校維持管理 1,906,419

(5) 小学校校舎等改修 1,102,431

(6) 小学校給食 733,269

(7) 小学校保健 99,429

(8) 常盤小学校の改修 735,642

(9) 久松小学校の改修 615,662

(10) 晴海西小学校第二校舎の整備 256,105

2 宇佐美学園管理事業

(1) 宇佐美学園の運営 95,280

(2) 宇佐美学園の維持管理 23,231

科目 摘要

2,213,317

107,108

6,183,386

20,765

（単位：千円）

118,511
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3 中学校管理事業

(1) 中学校教育活動 131,926

(2) 中学校維持管理 142,798

(3) 中学校校舎等改修 251,020

(4) 中学校給食 194,665

(5) 中学校保健 25,670

(6) 銀座中学校の改修 2,347,991

(7) 日本橋中学校仮校舎の整備 341,460

(8) 日本橋中学校の改築 973,299

4 柏学園管理事業

(1) 柏学園の運営 103,070

(2) 柏学園の維持管理 19,641

(3) 柏学園社会教育利用 8,368

5 幼稚園管理事業

(1) 幼稚園保育経費 62,223

(2) 幼稚園預かり保育 244,569

(3) 通園バスの運行 113,182

(4) 幼稚園維持管理 28,469

(5) 幼稚園保健 22,636

(6) 幼稚園園舎等改修 78,943

(7) 久松幼稚園の改修 72,871

6 認定こども園管理事業

(1) 子ども・子育て支援給付事業に係る施設型給付 517,765

(2) 認定こども園に対する助成等 118,871

(3) 認定こども園維持管理 1,776

131,079

622,893

638,412

4,408,829
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7 学校関連システムの運用

(1) 校務支援システムの運用 136,874

(2) 校務支援システムの更新 165,000

(3) 就学システムの運用 12,898

(4) 就学システムの更新 55,916

(5) 幼稚園ＩＣＴシステムの運用 6,894

8 保護者負担軽減

(1) 各種援助 43,619

(2) 卒業アルバム・文集代等補助 38,776

(3) 給食費の無償化 735,452

(4) 幼稚園弁当給食の提供 75,707

(5) 教材費等援助（幼稚園） 91

(6) 多様な集団活動等利用支援事業 8,220

9 一般事務

(1) 学校保健会補助金 646

(2) 学校施設等開放 4,410

(3) その他一般事務 395,627

（目）教育指導費 2,954,752 1 教員の指導力向上事業

(1) 教員の指導研究 16,019

(2) 教員の研究奨励 11,689

2 確かな学力の向上事業

(1) 学習指導等の充実 599,489

(2) 国際教育の推進 161,467

(3) パイロット校における国際教育・理数教育の推進 9,380

(4) 学校・幼稚園２０２０レガシーの推進 5,400

(5) ＩＣＴ機器の活用推進 2,035,117

(6) 特色ある教育活動 32,079

(7) 学校納付金システムの更新 4,572

2,847,504

377,582

901,865

400,683

27,708
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3 一般事務

(1) 教職員健康診断及び各種検査 20,696

(2) 学校評価システム等の推進 2,496

(3) その他一般事務 56,348

（目）教育センター費 850,524 1 特別支援教育推進事業

(1) 特別支援教育の推進 271,483

(2) 特別支援学級運営（小学校） 50,525

(3) 特別支援学級運営（中学校） 6,912

2 教育センター管理事業

(1) 教育センター運営 79,428

(2) 教育相談 94,558

(3) 心を育てる教育の推進 65,125

3 一般事務

(1) 学習指導等の支援 253,337

(2) その他一般事務 29,156

（項）図書文化財費 1,532,709

（目）図書文化財費 1,532,709 1 図書館管理事業

(1) 図書館の管理運営 1,390,280

(2) 子どもの読書活動推進 10,288

(3) 日本橋図書館の改修 28,464

2 郷土資料館管理事業

3 文化財保護事業

79,540

239,111

328,920

89,901

13,776

282,493

1,429,032
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９ 教育施設の整備 

（１）令和７年度校舎等整備計画 

小学校 中学校 幼稚園
校外学園
健康学園

内 部 改 修 6

泰明
常盤

日本橋
有馬

泰明
日本橋

普 通 教 室 整 備 2 晴海西 晴海西

受 変 電 改 修 2 日本橋 日本橋

照 明 改 修 7
明石

月島第一
月島第二

晴海
明石

月島第一
月島第二

ト イ レ 改 修 2
明正
有馬

校 庭 遊 具 改 修 2 豊海 豊海

プ レ デ ィ 整 備 3
城東
常盤
阪本

大 規 模 改 修 3 久松 銀座 久松

校 舎 改 築 1 日本橋

校 舎 整 備 設 計 1 晴海西第二校舎

電 話 設 備 保 全 整 備 委 託 6
明正

日本橋
月島第三

明正
日本橋
晴海

給排水空調設備改修・委託 4
中央

月島第一
晴海 月島第一

工事件名
学校

(園)数

改修整備校・園
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（２）令和６年度校舎等整備実績 

小学校 中学校 幼稚園
校外学園
健康学園

内 部 改 修 3
泰明
常盤

泰明

普 通 教 室 整 備 1 月島第一

屋 上 校 庭 照 明 改 修 1 中央

ト イ レ 改 修 3
中央
明石

月島第三

屋 上 防 水 改 修 2 月島第一
宇佐美

（食堂）

自 動 制 御 装 置 補 修 1 晴海

大 規 模 改 修 3 久松 銀座 久松

校 舎 建 設 ・ 改 築 設 計 2 晴海西第二校舎 日本橋

内 部 改 修 設 計 3
泰明

日本橋
日本橋

受 変 電 改 修 設 計 2 日本橋 日本橋

電 話 設 備 保 全 整 備 委 託 6
中央
明石

月島第一

中央
明石

月島第一

電話設備放送連携業務委託 15
泰明、京橋築地、有馬
阪本、佃島、月島第二

豊海
佃、晴海

泰明、京橋築地、有馬
月島、月島第二、豊海

蓄 電 池 設 備 保 全 整備 委託 1 月島第三

泡 消 火 設 備 補 修 1 月島第三

工事件名
学校

(園)数

改修整備校・園
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Ⅱ 学 校 教 育 

１ 区立学校等 

（１）区立小学校 

(令和７年４月８日現在)

所在地

（電話番号）

総　　数 17校

城 東

( 宇佐 美学 園 )

八重洲二丁目2－1
　　　　　(3272)1611

平 山 尚 彦 八重洲、京橋、日本橋

泰 明
銀座五丁目1－13
　　　　　(3571)1765

岡 部 君 夫
銀座一丁目[2～10番、11番(1、2号)]、銀座二丁目[2～9
番]､銀座三丁目[2～8番]、銀座四丁目[1～8番]、銀座五丁
目～八丁目

中 央
湊一丁目4－1
　　　　　(3551)0565

荒 川 比 呂美 入船一丁目、入船二丁目、湊一丁目、湊二丁目、八丁堀

明 石

(特別支援学級)

明石町1－15
　　　　　(3541)8335

荒 川 弘 樹 入船三丁目、湊三丁目、明石町、築地七丁目

京 橋 築 地
築地二丁目13－1
　　　　　(3541)0642

佐 藤 興 二
銀座一丁目[11番(3号)、12～28番]、銀座二丁目[10～16
番]、銀座三丁目[9～15番]、銀座四丁目[9～14番]、新
富、築地一丁目～六丁目、浜離宮庭園

明 正

(通級指導学級・

言 語 障 害 ）

（通級指導学級・

難 聴 ）

新川二丁目13－4
　　　　　(3551)5812

永 木 一 郎 新川

常 盤
日本橋本石町四丁目4－26
　　　　　(3241)1910

浮 津 健 史 本石町、室町、本町

日 本 橋
日本橋人形町一丁目1－17
　　　　　(3668)2361

深 井 俊 哉
小伝馬町、大伝馬町、堀留町一丁目、堀留町二丁目、小舟
町、富沢町、人形町一丁目、人形町二丁目、人形町三丁
目、小網町[7～19番]、蛎殻町一丁目[7～16番]

有 馬
日本橋蛎殻町二丁目10－23
　　　　　(3666)5702

小 林 一 輝
小網町[1～6番]、蛎殻町一丁目[1～6番、17～39番]、蛎殻
町二丁目、箱崎町、浜町三丁目、中洲

久 松
日本橋久松町7－2
　　　　　(3661)6016

細 山 貴 信
馬喰町、横山町、東日本橋、久松町、浜町一丁目、浜町二
丁目

阪 本
日本橋兜町15-18
　　　　　(3666)0044

髙 松 由 貴 茅場町、兜町

佃 島
佃二丁目3－1
　　　　　(3531)7208

上 田 敏 廣 佃、月島一丁目

月 島 第 一 月島四丁目15－1
　　　　　(3531)7285

藤 山 由 仁 月島三丁目、月島四丁目

月 島 第 二

(特別支援学級)

勝どき一丁目12－2
　　　　　(3531)7268

伊 藤 真 吾
勝どき一丁目、勝どき二丁目[1～17番]、勝どき三丁目、
勝どき四丁目[1～4番、8～13番]

月 島 第 三

(特別支援学級)

晴海一丁目4－1
　　　　　(3531)7225

鈴 木 潤 月島二丁目、晴海一丁目、晴海二丁目

豊 海
豊海町3－1
　　　　　(3534)1251

芳 賀 幸 生 勝どき五丁目、勝どき六丁目、豊海町

晴 海 西
晴海五丁目3－5
　　　　　(5560)1640

齊 藤 光 司
勝どき二丁目[18番]、勝どき四丁目[6番]、晴海三丁目～
五丁目

（注）　　を付した通学区域は、調整学区を含む。

校　　名 校 長 名 通学区域
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(令和７年４月８日現在)

学
級
数

児
童
数

学
級
数

児
童
数

学
級
数

児
童
数

学
級
数

児
童
数

学
級
数

児
童
数

学
級
数

児
童
数

学
級
数

児
童
数

318
16

城　　東 14 9 247 2 51 2 56 2 56 1 28 1 30 1 26
(宇佐美学園) 6 4 31 9 6 9 7

泰　　明 18 12 272 2 42 2 45 2 39 2 45 2 54 2 47

中　　央 18 12 337 2 53 2 56 2 50 2 68 2 60 2 50

明　　石 28 17 516 3 85 2 70 3 87 3 105 3 95 3 74
(特別支援学級) 5 4 30 6 7 3 4 4 6

京橋築地 26 15 417 3 79 2 65 3 73 3 77 2 61 2 62

明　　正 21 14 390 2 58 3 75 2 57 2 52 3 80 2 68
(通級指導学級・

言語障害)
3 2 (37) (3) (14) (14) (5) (0) (1)

(通級指導学級・
難聴)

2 1 (10) (1) (2) (1) (3) (2) (1)

常　　盤 18 12 305 2 45 2 48 2 56 2 55 2 52 2 49

日 本 橋 24 17 479 3 80 3 95 2 64 3 89 3 73 3 78

有　　馬 37 23 680 4 121 4 113 4 109 4 119 4 120 3 98

久　　松 40 30 990 5 154 5 174 5 170 5 168 5 161 5 163

阪　　本 21 10 232 2 45 2 47 2 45 2 40 1 29 1 26

佃　　島 34 24 754 4 127 4 129 4 107 4 120 4 140 4 131

月島第一 31 18 533 2 64 3 83 4 112 3 88 3 101 3 85

月島第二 28 20 601 3 95 3 72 4 115 3 100 4 121 3 98
(特別支援学級) 4 3 22 0 2 5 7 6 2

月島第三 35 26 795 4 114 4 116 5 160 4 123 5 143 4 139
(特別支援学級) 3 2 9 3 1 0 4 1 0

豊　　海 39 25 765 3 82 4 117 4 130 5 161 4 126 5 149

晴　海　西 36 34 1,122 9 282 8 267 5 166 5 169 4 135 3 103

(注) 中段と下段は、宇佐美学園、特別支援学級および通級指導学級

（ ）内の通級指導学級児童数は内数

５年 ６年

校　名
教
員
数

計 １年 ２年 ３年

総　　計 491 9,527 55

４年

1,586 55 1,638 55 1,613 1,46153 1,628 1,60152 48
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（２）区立中学校 
(令和７年４月８日現在)

学
級
数

生
徒
数

学
級
数

生
徒
数

学
級
数

生
徒
数

学
級
数

生
徒
数

58

3

23 12 402 4 139 4 126 4 137

5 3 22 10 2 10

佃
佃二丁目3-2
(3531)7214

志村　昌孝
佃、月島一丁目、月島
三丁目、月島四丁目

26 13 402 5 144 4 129 4 129

晴 海
晴海一丁目5-3
(3531)6308

藤江　敏郎

月島二丁目、勝どき一
丁目、勝どき二丁目[1
～17番]、勝どき三丁
目、勝どき四丁目[1～
4番、8～13番]、晴海
一丁目、晴海二丁目

24 11 350 4 121 3 90 4 139

日 本 橋
東日本橋一丁目

10-1
(3851)4074

平野　雅仁

本石町、室町、本町、
小舟町、小伝馬町、大
伝馬町、堀留町、富沢
町、人形町、小網町、
蛎殻町、箱崎町、馬喰
町、横山町、東日本
橋、久松町、浜町、中
洲、八重洲一丁目、日
本橋、茅場町、兜町

21 12 401 5 144 4 139 3 118

晴 海 西
晴海五丁目3-5
(5560)1270

齊藤　光司

勝どき二丁目[18番]、
勝どき四丁目[6番]、
勝どき五丁目、勝どき
六丁目、豊海町、晴海
三丁目～五丁目

21 10 356 4 135 4 146 2 75

120 17

銀　座
(特別支
援学級)

銀座八丁目19-15
(3545)8011

平松　功治

八重洲二丁目、京橋、
銀座、新富、入船、
湊、明石町、築地、浜
離宮庭園、八丁堀、新
川

総　　数　　　　　　　　　　　　　　　　５校

１年 ２年 ３年

1,933 22 693 19 632

計

608

校　名
所 在 地

（ 電 話 番 号 ）
校 長 名 通 学 区 域

教
員
数
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（３）区立幼稚園 

(令和７年４月９日現在)

学

級

数

園

児

数

学

級

数

園

児

数

学

級

数

園

児

数

学

級

数

園

児

数

銀座五丁目1-13

(3571)5395

湊一丁目4-1

(3551)4498

明石町１-15

(3541)9522

築地二丁目13-1

(3541)6280

新川二丁目13-4

(3551)4864

日本橋本石町
　　四丁目4-26

日本橋人形町

　　一丁目1-17

(3668)2362

日本橋蛎殻町

　　二丁目10-23

(3666)7998

日本橋本石町

　　四丁目4-26

(3277)9071

月島一丁目9-7

(3531)1573

月島四丁目15-1

(3532)2921

勝どき一丁目12-2

(3532)2922

晴海一丁目4-1

(3532)2923

豊海町3-1

(3533)0725

(注) 各幼稚園の通園区域は、小学校（19頁参照）の通学区域に準じ定めている。

　　 泰明幼稚園の４・５歳児は複式学級のため、学級数は４歳児に計上。

　　 常盤幼稚園は休園中。

     幼児教育担当専門幹（長期教育行政研修生）１名は、月島第一幼稚園に含む。

58 豊　　海 佐 藤 恵 11 7 151 3 

2 23 1 18 2 

45 2 48 2 

38 

28 1 22 2 36 

晴　　海 上 竹 陽 子 7 5 79 

月島第二 竹 谷 直 史 7 5 86 2 

2 15 2 27 1 20 

20 1 18 1 22 2 

月島第一 眞 家 順 子 8 5 62 

月　　島 田 原 雅 代 6 4 60 

2 35 2 35 2 40 

20 2 30 2 27 2 

久　　松 川 越 裕 子 10 6 110 

有　　馬 髙 橋 育 子 8 6 77 

1 25 1 15 1 23 

－ － － － －－

日 本 橋 深 井 俊 哉 5 3 63 

常　　盤 浮 津 健 史 - － －

2 20 1 25 1 20 

10 1 8 1 15 1 

明　　正 永 木 一 郎 6 4 65 

京橋朝海 中 島 由 美子 5 3 33 

※ 6 

中　　央 荒 川 比 呂美 4 3 41 1 

2 22 1 25 1 25 

12 1 15 1 14 

泰　　明 岡 部 君 夫 4 2 18 1 6 6 

明　　石 山 口 晃 司 7 4 72 

1 

４歳児 ５歳児

総　　数　　　　　　14園 88 57 917 23 281 17 292 

幼稚園名
所　　在　　地

(電話番号)
園　長　名

教

員

数

計 ３歳児

17 344 
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（４）通学区域の変更 

月島地域における将来的な児童数の増加に対応するため、学校の歴史や伝統、地域と

のつながりを総合的に考慮しつつ、令和７年度から月島地域の通学区域を見直した。 

（５）学校選択制の実施 

① 小学校特認校制度 

保護者の学校選択の幅を拡大するとともに、小規模化や児童数増に伴う学校施設

の狭あい化の進行を緩和し、全ての小学校においてより良い教育環境を確保してい

くため、従来の通学区域は残したままで、特定の学校（以下「特認校」という）に

ついて通学区域に関係なく就学を認める小学校特認校制度を実施している。 

特認校制度による入学者数 114人（令和７年度） 

② 中学校自由選択制 

特色ある教育を展開し、開かれた学校や子どもたちにとって魅力ある学校づくり

を促進するため、通学区域外の学校へ入学することができる「中学校自由選択制」

を実施している。 

自由選択制による入学者数  74人（令和７年度） 

（６）特認校へのスクールバスの運行 

就学人口の多い月島地域から比較的離れている特認校（城東小学校・常盤小学校・

阪本小学校）への交通手段として、スクールバスを登下校時に運行している。 

（７）通園バスの運行 

久松幼稚園の常盤園舎への移転に伴い、令和６年９月から通園バスを運行している。 

（８）幼稚園弁当給食の提供 

区立幼稚園全園において、希望者に対して無償で弁当給食を提供している。 

なお、夏休みなどの長期休業日（預かり保育利用時）は有料としている。 

（９）幼稚園における預かり保育の実施 

幼稚園教育時間の終了後や夏休みなどの長期休業日において、保育を希望する保護

者のニーズに応えられるよう、区立幼稚園全園で預かり保育を実施している。 

実 施 日  幼稚園開園日および夏季・冬季・春季休業日（土・日曜日、祝日

を除く） 

定   員  各園 １日当たり20人・30人または40人 

（10）特別支援学級 

心身に障害のある児童・生徒に対して、一人一人の能力に応じた小・中学校教育を 

行うため、特別支援学級(知的障害)を設けている。 
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（令和７年４月８日現在）

名　称 所在地 教員数 学級数 児童・生徒数

明石小学校特別支援学級 明石小学校内 5 4 30

月島第二小学校特別支援学級 月島第二小学校内 4 3 22

月島第三小学校特別支援学級 月島第三小学校内 3 2 9

銀座中学校特別支援学級 銀座中学校内 4 3 22  

（11）特別支援教室・通級指導学級 

全小・中学校に特別支援教室を設けており、発達障害や情緒障害などがある児童・

生徒に対して、１週間に１～２回程度個別の状況に合わせた適切な教育を行うため、

拠点校の教員が巡回し、各校で個別指導を実施している。また、特別支援教室講師を

増員し、全拠点校に配置することにより、特別支援教室における指導等の充実を図っ

ていく。 

なお、明正小学校の通級指導学級（言語障害・難聴）については、従来の通級の形

態を継続する。 

    

特別支援教室（情緒障害等） （令和７年４月８日現在）

巡回拠点校 教員数 児童数

京橋築地小学校 7 79

有馬小学校 7 80

阪本小学校 7 86

佃島小学校 5 56

月島第一小学校 5 59

豊海小学校 4 51

晴海中学校 4 42

通級指導学級（言語障害・難聴） （令和７年４月８日現在）

名　称 所在地 教員数 学級数 児童・生徒数

2 37

1 10

月島第三小学校

担当巡回校

晴海西小学校

銀座中学校、佃中学校、
日本橋中学校、晴海西中学校

明正小学校通級指導学級 明正小学校内 5

常盤小学校、久松小学校

泰明小学校、月島第二小学校

城東小学校、明正小学校、
日本橋小学校

中央小学校、明石小学校

言語

難聴  

（12）健康学園 

ぜん息・肥満・虚弱などの児童が、豊かな自然環境下で規則正しく生活を送ること

を通して、健康の回復・増進に努めながら学校教育が受けられるよう、静岡県伊東市

に健康学園を設置している。 
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（令和７年４月１２日現在）

学　園　名 園　長　名
所在地

（電話番号）
教員数 在園児童数

宇佐美学園
平山　尚彦

(城東小学校校長兼任)
静岡県伊東市宇佐美545

0557(48)9025
6

4学級
31人

(注) 宇佐美学園の入園対象は、小学校第３学年から第６学年までの該当児童である  

   また、宇佐美学園賄費の内、登校日の昼食分について、一部無償化を実施している。 

   なお、賄費減額および免除制度について、引き続き実施する。 

   賄費（１人当たり日額） 

内　容 保護者負担 公費負担（登校日の昼食分）

賄費（公費負担なし） 1,050円　　　　 0円　　　　　

賄費（公費負担あり） 750円　　　　 300円　　　　　
 

（13）校外学園 

自然環境に親しむ機会が少ない小・中学校・幼稚園の児童・生徒・園児に対し、芋

掘りやセカンドスクール、部活動合宿など、学園の自然環境や施設などを生かした教

育活動の場を提供している。 

学園名 柏学園 

所在地 千葉県柏市柏1236－１  

電 話 04(7167)2270 

（令和６年度）

区　分 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

小学校 0 825 3,118 246 0 32 882 343 0 0 0 0 5,446

中学校 1,121 143 0 331 467 0 52 26 0 0 0 0 2,140

幼稚園 0 0 0 0 0 81 300 72 0 0 0 0 453

計 1,121 968 3,118 577 467 113 1,234 441 0 0 0 0 8,039

柏学園利用実績

 

 

（14）移動教室 

児童が自然とのふれあいを通して、様々な体験の機会を得られるよう、豊かな自然

環境にある中央区立区民健康村「ヴィラ本栖」や西湖周辺の民間施設を利用した移動

教室を実施している。 

また、生徒の体験学習および生活指導を自然環境の中において行うとともに心身の

(注) 数字は延べ人数 
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健全な育成を図るため、都外の民間宿泊施設を利用し移動教室を実施している。 

（令和６年度）

施設名 所在地 回数

区 民 健 康 村
ヴ ィ ラ 本 栖

山梨県南都留郡富士河口湖町
本栖字上の原218-119

7回
小学校
第6学年

9校
447人

ホ テ ル 光 風 閣
く わ る び

山梨県南都留郡富士河口湖町
西湖1023

4回
小学校
第6学年

8校
932人

菅平サンホテル
長野県上田市菅平高原1223-
1950

5回
中学校
第2学年

5校
560人

5月8日(水) ～ 6月28日(金)

開設（実施）期間 参加校・人員

移動教室実施状況

9月11日(水) ～ 10月25日(金)

9月9日(月) ～ 10月23日(水)

 

（15）夏季臨海・林間学校  

夏季臨海学校については、千葉県館山市内の民間宿泊施設を利用し実施している。 

   夏季林間学校については、群馬県前橋市の国立赤城青少年交流の家を利用し実施し

ている。 

    夏季臨海学校令和６年度実績 

     期  間  ７月29日（月）～７月31日（水） 

     場  所  千葉県館山市北条海水浴場 

     参 加 校  小学校 １校（京橋築地小学校） 

     参加児童  89人 

    夏季林間学校令和６年度実績 

     期  間  ７月21日（日）～８月29日（木） 

     場  所  国立赤城青少年交流の家（群馬県前橋市富士見町赤城山27） 

     参 加 校  小学校 16校 

     参加児童  1,321人 

 

（16）令和６年度区立中学校生徒卒業後の進路状況 

（令和７年５月１日現在）

計

国立
・

私立
・

他県

都立 計

国立
・

私立
・

他県

都立 男 女

計 628 341 287 327 234 93 278 177 101 14 9

銀 座 中 学 校 158 97 61 93 71 22 56 36 20 4 5

佃 中 学 校 119 61 58 58 41 17 57 32 25 3 1

晴 海 中 学 校 194 108 86 107 76 31 84 51 33 1 2

日本橋中学校 139 67 72 63 41 22 71 50 21 4 1

晴海西中学校 18 8 10 6 5 1 10 8 2 2 0

進　学　者

男 女

専修学校
就　　職
そ の 他

 
項
目

　
　
　
　
　
校
名

総
　
計

計

男 女
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（17）保護者の私費負担軽減 

義務教育における保護者の私費負担を軽減するため、区立小・中学校の卒業記念ア

ルバム・文集作成費および区立中学校の修学旅行費を補助している。 

 

２ 教育指導 

（１）教員の指導研究 

① 教科書・指導書・副読本の配布（全小・中学校教員対象） 

② 教員研究委員会・連絡会・協議会（令和７年度） 

ア 人権教育推進委員会（５回） 

イ 保幼小連携推進委員会（６回） 

ウ ＩＣＴ教育推進委員会（３回） 

エ 就学支援委員会（８回） 

オ 副校園長連絡会（８回） 

カ 教務主任連絡会（５回） 

キ 生活指導主任連絡会（８回） 

ク 幼稚園主任連絡会（６回） 

ケ 巡回指導教員連絡会（２回） 

コ 保幼小連絡会（２回） 

サ ＩＣＴ教育連絡会（５回） 

シ 不登校対策連絡協議会（１回） 

ス 研究主任連絡会（２回） 

セ 特別支援教育コーディネーター連絡会（４回） 

ソ 特別支援教室専門員連絡会（２回） 

タ 小・中学校特別支援教室実施協議会（２回） 

チ 学力向上対策連絡会（１回）  

（２）教育研究奨励 

① 校内研修 

② 研究指定校・園（令和７年度 幼稚園２園、小学校４校、中学校２校） 

③ 授業力向上支援 

優れた指導力を有する教員を「メンタティーチャー」として認定し、若手教員等

への指導・助言などを通して、さらなるメンタティーチャー本人の育成を図るとと

もに、教員の授業力向上を図っている。 

また、小学校においては、メンタティーチャーの活動を支援するため、その教員
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の在籍校にメンタティーチャー補佐員を配置している。 

ア メンタティーチャーの認定 小学校４人、中学校１人、幼稚園２人 

イ メンタティーチャー補佐員の配置 小学校４人、中学校１人 

（３）確かな学力の定着・向上 

① 学習力サポートテスト 

小学校第４～６学年と中学校全学年において「学習力サポートテスト」を実施し、

その結果を分析するとともに、経年変化を追うことで、今後の学習指導に活用して

いる。 

なお、小学校第５・６学年において英語が教科化されたことを受けて、令和３年

度から小学校第６学年および中学校第１学年の実施教科に英語を追加している。 

また、「学習力サポートテスト」と同時に「意識調査」を実施しており、「生活･

学習習慣」「学級環境」などの視点から、多面的に児童・生徒、クラスの状況を分

析している。 

② 基礎基本の定着 

「学習力サポートテスト」の結果をもとに、個人票（学習診断カルテ）を作成・

配布し、学習の振り返りや学習面談等に活用している。また、各学校で学力向上プ

ランを作成するとともに、ドリルソフトなどを活用し、基礎的・基本的な学習内容

の定着・向上と家庭での学習習慣の定着を図っている。 

③ 探究学習の推進 

  全小・中学校において、自ら課題を見つけ、解決策を模索する探究学習を推進す

るため、インターネットや学校図書館を活用した情報収集や考察など、より深い学

びを実現していく。 

  また、全幼稚園においては、「すくわくプログラム」を通して各園の特徴をいか

した環境をさらに充実させ、園児の興味・関心に応じた探究活動を推進し、自己肯

定感や思いやりなど非認知能力の育成に努めていく。 

④ 学校図書館支援センター 

  子どもの読書活動を推進し、「豊かな心」や「自ら学ぶ力」のほか、思考力・判

断力・表現力等を育めるよう、令和７年度から学校図書館支援センターを設置・運

営し、学校司書の配置や読書活動推進に関する年間計画の作成・事業の企画等を通

じて、学校図書館の適切な蔵書管理を行うとともに、機能を強化することで探究的

な学習や読書活動の充実を図っている。 

⑤ 学校図書館指導員の配置 

児童・生徒の読書活動を推進し、学校図書館を活用した学習活動の充実を図るた
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め、学校図書館指導員を全小・中学校に年間各350時間配置している。 

⑥ 土曜授業 

児童・生徒の基礎学力の向上のほか、授業参観や公開講座を通して保護者や地域

の方に学校を理解していただけるよう、小・中学校において年５回以上土曜授業を

実施している。 

⑦ セカンドスクール 

日常の学校生活を離れて、豊かな自然や地域の特性を生かした学習活動を実施す

ることにより、学習意欲を喚起し、児童一人一人の主体的な学習を推進することを

目的に、小学校第４学年を対象にセカンドスクールを実施している。 

⑧ 保育所、幼稚園と小学校の連携強化 

ほとんどの幼稚園が小学校に併設されている利点を生かし、小学校行事への園児

参加などの相互交流を推進している。また、合同研修会の開催など保育所、幼稚園

と小学校の教員が協働して取り組む「保育園・幼稚園・小学校連絡会」（「保幼小

連絡会」）を実施するとともに、小学校区に基づいたグループ分けを行い、年２回

の「保幼小連携日」を設定し、学びや活動の連続性を重視する取組を推進している。 

幼児教育から小学校教育への接続を円滑にするため、保幼小接続における指導資

料等を作成し、幼児教育から小学校教育への学びの連続性を踏まえた教育の展開を

進めている。 

⑨ 小学校と中学校の連携強化 

小・中学校の学びの連続性を踏まえ、いわゆる「中一ギャップ」へ対応すると

ともに確かな学力の向上を目指し、小・中学校が共通理解により取り組むべき指

導内容や指導方法、授業展開等、小学校の高学年から中学校への移行期における

学習の接続について、教員や児童・生徒の連携強化に取り組んでいる。 

（４）小学校の学力向上対策 

① 算数教育の充実（習熟度別・個別指導の充実） 

本区学習力サポートテスト等の分析から、全小学校で学力向上プラン等を作成し、

学習指導の工夫に努めていることに加え、基礎的・基本的な学習内容の積み重ねが

必要とされる算数について、区独自に小学校算数講師を配置し、習熟度別指導・個

別指導の充実を図っている。（一部の学校においては、教科担任制として他教科の

講師を配置している。） 

小学校算数講師の配置 

小学校 17 校 各 1 人名以上配置 

（有馬、久松、佃島、月島第一、月島第二、月島第三、豊海、晴海西は各２人） 
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② 理科教育の充実 

理科授業の充実および活性化を図るため、区独自に小学校第５・６学年の全学級

に理科支援員を配置し、実験・観察などの補助を行っている。 

理科支援員の配置  

全小学校第５・６学年の全学級（１学級当たり 150 時間） 

③ 個別指導補習 

放課後や夏季休業期間など、各小学校の実態に応じた効果的な補習を行い、基礎

的・基本的な学習内容の確実な定着を図っている。 

（５）中学校の学力向上対策 

① 中学校講師の配置 

区独自の中学校講師を配置し、全中学校において「国語・数学・英語」の３教科

における習熟度別指導・個別指導などを実施している。また、各校の実情に応じて

社会科または理科に教科を拡大している。 

中学校５校 中学校講師各６人配置 

② 個別指導補習 

放課後や夏季休業期間など、各中学校の実態に応じた効果的な補習を行い、基礎

的・基本的な学習内容の確実な定着を図っている。 

（６）特別支援教育の推進 

① 個々の能力を伸長する就学相談 

本人の障害の状態や保護者の意見を十分に聴取し、児童・生徒一人一人が健やか

な成長と社会的自立を目指した育ちと学びが出来る教育環境を提案している。 

② 個に応じた指導 

特別な教育的支援を必要とする児童・生徒が在籍する学級に対して学習指導補助

員を配置し、きめ細かい支援を行うとともに学習指導を円滑にする取組を進めてい

る。 

③ 切れ目のない障害特性等に応じた適切な支援 

児童・生徒数の増加に伴い、医療的ケアも含め特別な支援や配慮が必要な子ども

も増えることが予想されるため、特別支援学級の新設をはじめ、障害特性等に応じ

た適切な学習の場が提供できるよう環境整備の充実を図っていく。 

また、特別な支援や配慮が必要な幼児・児童・生徒が、自立した生活が継続でき

るよう、保護者や関係機関が互いに連携を図りながら個別の教育支援計画・「中央

区育ちのサポートカルテ」を作成・活用し、幼児期から義務教育修了まで一貫した

支援体制を構築している。   
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（７）人権教育の推進 

① 人権教育全体計画および年間指導計画の作成・実施 

人権教育全体計画および年間指導計画に基づき、偏見や差別をなくし、人権尊重

の精神を培い、子どもたちがお互いの多様性を認め合う教育を推進している。 

② いじめを生まない学校づくり 

いじめは人間の尊厳を傷つける重大な人権侵害であり、決して許さないとの認識

に立ち、行動できる力を子どもたちが身に付ける教育を推進している。とりわけ、

各学校が策定している「学校いじめ防止基本方針」に基づき、道徳教育や体験活動

の一層の充実を図るとともに、児童会や生徒会における活動など、いじめ防止のた

めの子どもたちの主体的な取組を推進している。 

（８）道徳教育の推進 

① 道徳授業地区公開講座の実施 

全小・中学校において「特別の教科 道徳」の授業を公開することにより、開か

れた学校教育を推進するとともに、道徳教育の現状や課題について保護者・地域と

ともに考える「道徳授業地区公開講座」（年１回）を開催し、講師を招いての講演

会、親子ディスカッション、意見交換会などを行っている。 

② 命と心の授業の実施 

生命にかかわる重大な事故やいじめ問題等を未然に防止するため、外部講師等を

招へいし、児童・生徒・保護者を対象に命の尊さや友情といった心に訴える「命と

心の授業」を全小・中学校で実施している。 

（９）健康教育の推進 

子どもの体力向上を目的として、幼稚園の運動遊びや小・中学校の体育・保健体育

授業の充実を図っている。 

また、栄養や睡眠に関する理解を深め、自ら規則正しい生活を送ることができるよ

う、食育をはじめとした健康教育の充実を図っている。 

①  小学校の体育指導 

教員の指導力向上はもとより、児童の関心・意欲や技能を踏まえた安全かつ運動

量を確保した体育指導を行えるよう、全小学校に体育指導補助員を配置し学習およ

び実技指導の補助を行っている。 

また、特色あるスポーツ活動「マイスクールスポーツ（１校１運動）」の継続的

な取組を進めている。 

体育指導補助員の配置 全小学校に配置 
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②  中学校の体育指導 

安全で効果的な指導により中学生の体力向上を図るとともに、「武道・ダンス」

や運動種目ごとの専門的技能や指導能力を有する種目別の指導員を配置し、体育指

導の充実を図っている。 

③  小・中学校の食育指導 

大学講師やプロの料理人等「食」の専門家などを招き、子どもたちが食に関する

正しい知識と望ましい食習慣を身に付けることができるよう、食育の授業を実施し

ている。 

④ 中学校の部活動指導 

中学校における部活動は、個性を伸長し、豊かな人間関係を学ぶ機会であり、生

徒の健全育成や生涯学習の基礎づくりの場となっている。 

本区では、部活動の活性化を図るため、専門的な知識・技術や指導力を有する外

部指導員を全中学校に配置している。 

⑤ 幼児期における運動遊びの充実 

「幼児期運動指針」（文部科学省）に基づき、幼児期からの運動能力の向上を意

識した運動遊びを実践している。 

また、全園を「運動遊び推進園」に指定し、各園の課題解決に向けた取組を進め

ている。 

⑥ 薬物乱用防止教室 

児童・生徒の健全な成長を図るため、全小・中学校において児童・生徒の発達段

階を捉え、薬物乱用防止に関する指導を計画的・系統的に進めている。警察職員、

学校薬剤師、保健所職員などを講師に招き、教育課程に位置付けて「薬物乱用防止

教室」を実施している。 

（10）安全教育の推進 

① 学校安全計画の全体計画および年間指導計画の作成・実施 

安全教育の３領域（生活安全、交通安全、災害安全）の全体計画および年間指導

計画を作成し、計画的・系統的に取り組んでいる。 

特に東日本大震災等を踏まえ、「防災ノート～災害と安全～」や東京マイタイム

ラインなどを活用し、子どもたちに災害時における危険について理解させるととも

に、保護者や地域と連携した防災・避難訓練などを実施している。また、全小・中

学校・幼稚園において、全国瞬時警報システム（Ｊアラート）の発令における避難

訓練を実施している。 
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② セーフティ教室 

学校・家庭・地域の連携による非行・犯罪被害防止教育を推進し、児童・生徒の

健全育成の活性化および充実を図るとともに、不審者への対応や携帯電話・スマー

トフォンの使い方、ネット犯罪への対応など、セーフティ教室を全小・中学校で実

施している。 

（11）情報教育の推進 

① ＩＣＴ機器を活用した教育の推進 

 ＧＩＧＡスクール構想に基づき全小・中学校の全ての児童・生徒に、学習用タブ

レットを貸与し、授業などで活用するほか、家庭学習のツールとして用いることで、

ＩＣＴ機器の効果的な活用の推進を図っている。 

② 教員の研修 

情報教育の推進を図るため、ＩＣＴ教育連絡会の中で研修を実施している。また、

小・中学校での校内研修において、ＩＣＴ支援員等による研修を実施している。 

令和７年度においては、ＩＣＴ支援員を増員し教員の情報活用能力の向上を図っ

ていく。 

（12）幼稚園ＩＣＴ環境の整備 

   保育の質の向上や家庭との連携強化、保護者の利便性向上などを図るため、動画や

写真などの活用による教育活動の充実に向けたタブレット端末を各学級に整備する

とともに、アプリによる欠席連絡、園からのお知らせの配信などを行う園務支援シス

テムを導入している。 

（13）国際教育の推進 

① パイロット校における国際教育 

常盤小学校をパイロット校に指定し、様々な取組を通じて、国際教育を推進して

いる。なお、常盤小学校は、文部科学省から「教育課程特例校」の指定を受けてい

る。 

・英語科授業時数  第１～２学年 年間 70時間 

          第３～６学年 年間105時間 

・国際科授業時数  第３～６学年 年間 35時間 

・小学校英語講師の配置 

・外国人英語指導助手（ＡＬＴ）の配置 年間132日 

・英語検定、GTEC Juniorの受験 

・タブレット端末を活用した、児童の興味・関心や習熟度に応じた個別学習およ

び反復学習 
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② 小学校外国人英語指導助手（ＡＬＴ）を活用した英語活動の実施 

小学校の段階で外国人との会話や外国の文化に対する興味・関心を促し、英語学

習への意欲を喚起するため、常盤小学校を除く小学校および宇佐美学園において、

外国人英語指導助手（ＡＬＴ）を活用し、会話やコミュニケーションを中心とした

英語活動を行っている。 

令和７年度は、全学年、年35時間配置する。 

③ 中学校外国人英語指導助手（ＡＬＴ）による英語指導の実施 

英語によるコミュニケーション能力の総合的な育成を図るとともに、国際理解教

育の視点に立った英語授業の展開を図るため、中学校全学年を対象として、年190

日、中学校外国人英語指導助手（ＡＬＴ）を配置し、英語指導を実施している。 

④ 中学生海外体験学習 

国際感覚豊かな視野の広い中学生の育成を図るため、区立中学校生徒を外国へ

派遣し、姉妹都市の協力の下、体験入学やホームステイなどの積極的な交流活動

を通して、外国の理解に努めている。 

 派遣予定期間 令和７年７月24日（木）～８月３日（日）（11日間） 

 派遣先 オーストラリア（サザランド・シドニー） 

⑤ 海外中学生の受け入れ 

オーストラリア・サザランド市の中学生を受け入れ、区立中学校への体験入学や

交流会、ホームステイなどを通して、国際交流を深めるとともに、国際感覚豊か

な中学生の育成を図っている。 

 受け入れ予定期間 令和７年９月25日（木）～10月５日（日） 

⑥ 国際理解教室の実施 

諸外国や日本の文化を理解し、尊重する態度を育成するため、外国人講師や関係

機関の方々をゲストティーチャーとして招き、体験的な学習の充実を図っている。 

⑦ ホームステイ体験講座 

実践的なコミュニケーションと適切な英語表現を身に付け、英語に対する苦手

意識や抵抗感を克服することで英語力の向上を図っている。 

対象者 中学校第１・２学年 ４０人程度 

回 数 全６回 

内 容 オーストラリアへの模擬ホームステイ体験による外国人とのコミュニ

ケーションや英語での自己表現方法の習得など 

⑧ 能楽・歌舞伎鑑賞教室 

        日本の伝統文化に触れ合う機会を設けるため、能楽および歌舞伎鑑賞教室を実施
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している。 

         対 象 

         ・能楽鑑賞教室  小学校第６学年 

         ・歌舞伎鑑賞教室 中学校第３学年 

⑨ 中学校英語体験学習 

中学校第２学年を対象に、イングリッシュスピーカーが付き添い、オールイング 

リッシュの環境で様々なプログラムの体験を通じ、生徒たちに英語で会話する楽

しさや必要性を実感させるとともに、日々の英語学習への意欲を高められるよう、

中学校英語体験学習を実施している。 

（14）理数教育の推進 

① パイロット校における理数教育 

城東小学校をパイロット校に指定し、各学年への年間35時間の「理数の時間」

（Ｊタイム）の設定や自然体験学習（サイエンスキャンプ）のほか、早稲田大学や

地域企業と連携した実験教室の実施や学習用タブレットを活用した習熟度に応じ

た個別学習および反復学習など、様々な取組を通じて、理数教育の推進を図っている。 

② 算数教育の充実（再掲） 

本区学習力サポートテスト等の分析から、各学校では、学力向上プランを作成し、

学習指導の工夫に努めていることに加え、基礎的・基本的な学習内容の積み重ねが

必要とされる算数について、区独自に小学校算数講師を配置して、習熟度別指導・

個別指導を実施し指導の充実を図っている。（一部の学校においては、教科担任制

として他教科の講師を配置している。） 

小学校算数講師の配置  

全小学校 各１人配置 

    （有馬、久松、佃島、月島第一、月島第二、月島第三、豊海、晴海西は各２人） 

③ 理科教育の充実（再掲） 

理科授業の充実および活性化を図るため、区独自に小学校第５・６学年の全学級

に理科支援員を配置し、実験・観察などの補助を行っている。 

理科支援員の配置  

全小学校の第５・６学年の全学級（１学級当たり150時間） 

④ 早稲田大学と連携した理数教育の推進 

早稲田大学理工学術院と連携し、小・中学校の理数教育を推進している。 

・小学校早稲田大学夏季科学教室 

実施時期 夏季休業期間の３日間 
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対  象 小学校第５学年 90人程度（１日30人） 

内  容 大学生を講師とした科学実験教室 

（15）「学校・幼稚園2020レガシー」の実施 

全小・中学校・幼稚園が展開してきたオリンピック・パラリンピック教育におい

て、以下に掲げる４つの取組の中から、学校経営方針、教育目標、幼児・児童・生

徒の実態、地域性に鑑み、特色としてこれからも継続させる活動を各校・各園１つ

以上「学校・幼稚園2020レガシー」として位置付け実施する。 

・オリンピック・パラリンピック学習 

・中央区版「一校一国運動」を通した学習 

・ハートフル学習 

・体力向上 

（16）環境教育の推進 

総合的な学習の時間を活用し、雨や空気の汚れなどに関する調べ学習や地域清掃、

資源ごみの分別、ＣＯ２削減などの実践的活動や環境作品コンクールへの応募などの、

啓発活動に取り組んでいる。 

（17）囲碁授業の実施 

総合的な学習の時間を活用して、日本棋院から派遣されたプロ棋士の指導の下、集

中力や思考力、判断力の向上に効果がある囲碁授業を実施している。 

令和７年度は、泰明小学校、中央小学校、明石小学校、京橋築地小学校、常盤小学

校、月島第一小学校、月島第二小学校、月島第三小学校の８校で年５～10時間の囲碁

授業を実施する。 

（18）教育相談体制の充実 

① 小・中学校における専任教育相談員の派遣およびスクールカウンセラーの配置 

児童・生徒・保護者・教員対象の教育相談、不登校やいじめ、問題行動などの改

善についての助言などを行い、教育相談活動の一層の充実を図るため、教育センタ

ーの専任教育相談員を全小・中学校に週１～２回、幼稚園および宇佐美学園に月２

回派遣している。 

また、全小・中学校に臨床心理士等の資格を持つスクールカウンセラーを東京都

教育委員会からの派遣により週１～２回配置している。令和７年度も、小学校第５

学年および中学校第１学年の全児童・生徒に対して、スクールカウンセラーによる

面接を実施する。 

② 中央区子ども相談フォーム 

全小中学生の児童・生徒がタブレット等から教育委員会へ不安や悩みを直接相談
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できる取り組みを実施している。児童・生徒が選んだ相談相手が面談を行うととも

に、相談内容に応じて他機関と連携・協力を図りながら不安や悩みを解消する。 

（19）不登校対策の取組 

① 校内別室指導支援員の配置 

不登校またはその傾向にある児童・生徒が安心し、自己存在感や充実感を感じら

れる居場所を校内に設置して、学習支援や学習以外の活動、話し相手・相談相手な

ど一人一人の状況に応じた適切な支援を行っている。令和７年度は、小学校４校（佃

島小学校・月島第二小学校・月島第三小学校・豊海小学校）および全中学校に配置

する。 

② スクールソーシャルワーカーの派遣  

スクールソーシャルワーカーを全小・中学校に派遣し、いじめ、不登校、暴力行

為など、生活指導上の課題に対応し、専門的な知識や技術を用いて、問題を抱える

児童・生徒や家庭を支援している。 

学校および関係機関との積極的な連携により、いじめや不登校などの問題の早期

発見に努めるとともに、保護者や教員への支援・情報提供を行っている。 

令和６年度は、小・中学校・家庭・関係機関などへ1,089回派遣、149人の児童・

生徒および保護者を支援した。 

③ メンタルサポーターの派遣 

メンタルサポーターを派遣し、不登校またはその傾向にある児童・生徒に対して、

心のケアをはじめ、対話や学習支援等に取り組んでいる。令和６年度は、21人を登

録し、延べ298回派遣した。 

（20）いじめ問題への取組 

「中央区いじめ防止基本方針」に基づき、教育委員会および各学校は、未然防止・

早期発見・早期対応など具体的な取組を実施するとともに、「中央区いじめ問題対策

連絡協議会」を設置し、教育委員会や学校、地域、関係機関が連携し、いじめを生ま

ない学校づくりに取り組んでいる。 

また、こうした取組状況を検証するとともに、いじめの防止等のための対策を実効

的に行うため、学識経験者や弁護士等の専門家による「中央区いじめ問題対策委員会」

を設置している。 

   なお、この委員会は、重大事態が発生した際に、学校の調査では対応が困難で教育

委員会が直接調査すべき事案と判断したときには、教育委員会の調査機関となる。 
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（21）特色ある学校づくりの推進 

① 地域理解教室 

地域で事業を営んでいる方や陶芸作家などを講師に招き、児童・生徒が周辺地域

をはじめとした区内の文化・歴史・風土などについて、様々な角度から学習を行っ

ている。 

② 創意ある教育活動 

ビオトープや栽培活動、金管バンドなど各学校で特色ある取組を行っている。 

（22）教育センター 

学校教育の一層の充実および振興を図るために設置しているもので、小・中学校・

幼稚園の児童・生徒・園児および教職員のための事業を行っている。 

施設名 教育センター 

所在地 明石町12－１ 中央区保健所等複合施設４・５・６階 

電 話 （3545）9201 

① 教職員のための事業 

小・中学校・幼稚園の教職員を対象に、研修会を開催し、教職員としての資質

の向上を図っている。 

令和７年度各種研修会 32 研修会 延べ 68 回実施予定 

（法令等研修）初任者東京都若手教員育成研修会、小中２年次東京都若手教員 

育成研修会、小中３年次東京都若手教員育成研修会、 

幼稚園２～４年次教員研修会、幼稚園７～10 年次研修会、 

中堅教諭等資質向上研修Ⅰ 

      （必修研修） 中央区教育施策・教育課題研修会、初異動１年目研修会、服務 

事故防止研修会、ＷＥＢＱＵ活用研修会、虐待セーフティーネ

ット研修会、部活動指導者研修会、熱中症予防対策研修会、幼

稚園産休・育休代替教員・育休明け教員等に対する研修、小・

中学校産休・育休代替教員・育休明け教員等に対する研修、任

用講師等研修会、学校マネジメント講座、幼稚園特別支援教育

補佐員研修会、幼稚園主任教諭研修会、巡回指導教員研修会、

幼稚園特別支援教育講座 

      （指導力ＵＰ講座）道徳科教育講座、人権教育講座、英語教育講座、特別支援

教育講座、理科教育講座、社会科教育講座、水泳指導講座、

教育相談講座、武道指導講座、保育参観講座、運動遊び講座 
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② 児童・生徒のための事業 

ア 教育センター教室 

小学校第３･４学年の児童を対象に、教育センターの施設・設備を利用した実 

験教室やプラネタリウム教室を実施している。 

イ 科学教室 

小学校第５学年の児童を対象に、１年間にわたって総合的に理科の実験や観察

の基礎技術を養うことを目的とした指導を行っている。 

ウ 発明くふう展 

創意工夫することの楽しさと科学技術などへの関心を高めるために、小・中学 

校の児童・生徒から、発明や工夫をした作品を募集し、公開展示を行っている。 

展示会予定期間 令和７年９月10日（水）～令和７年９月13日（土） 

エ プログラミング教室 

  プログラミングの知識や技能を身につけることにより、科学に対する興味・ 

関心を醸成し、創造性や知的好奇心・探求心を育む。 

   実施予定日 令和７年７月22日（火）、23日（水） 

③ 適応教室「わくわく21」 

不登校などの児童・生徒に充実した社会生活を営もうとする意欲や態度の育成を

図るため、教育センター内に適応教室を設置している。適応教室では、個に応じた

自習学習を中心とした学習活動や体験的活動の支援を行っており、個別指導やタブ

レット端末を活用した学習支援も実施している。 

④ 教育相談 

臨床心理士等の資格を持つ専任教育相談員が、区内在住の幼児から高校生までの

子どもたちとその保護者を対象に、教育全般に対する相談を行っている。 

相談受付日時 月曜日～土曜日（祝日を除く） 

         午前９時～午後５時 

⑤ 学校問題ほっとライン 

幼稚園・学校に対する意見や要望について、学校現場での経験が豊富な退職校長

や退職副校長が電話相談を行っている。 

相談受付日時 月曜日～金曜日（祝日を除く） 

午前９時～午後５時 

⑥ 施設・設備利用 

教職員の研究・研修、児童・生徒の学習や作品展示などに教育センターの施設・ 

設備の活用を図り、学校教育の振興・充実に資する。 
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⑦ 教科書センター 

区民の閲覧や教職員等の指導方法研究に供するため、各社教科書（旧版も含む） 

を常時展示している。 

開設日時 月曜日～金曜日（祝日を除く） 

午前９時～午後５時 

令和７年度は、法定展示を行う。 

展示予定期間 ６月16日（月）～７月３日（木）（原則土・日曜日は除く） 

 

３ 学校評価 

学校運営の改善を図るため、全小・中学校・幼稚園において、教職員による「自己評

価」とその結果を踏まえた「外部評価」を保護者や地域住民等の学校関係者間で実施し、

結果の公表を行っている。 

さらに、「中央区立学校評価ガイドライン」に基づき、「外部評価」において、４年に

１度の周期で学校運営に専門的な識見のある第三者を加えて評価を実施している。 

 

４ 区立図書館との連携 

学校における読書活動推進の一環として学校図書館図書のデータベース化を行い、学

校図書館と区立図書館とのネットワーク化を図っている。 

令和５年度から５カ年を計画期間とした「第四次中央区子ども読書活動推進計画」に

基づき、図書館員等による出前お話し会やブックトークの実施や団体貸し出しによる資

料提供の充実をはじめ、図書館司書が学校を定期的に訪問し、現状や課題について情報

共有する学校巡回、さらにビブリオバトルなど、学校と区立図書館が連携することで、

学校の読書環境の整備や読書活動の充実を図っている。 

 

５ 学校給食 

（１）学校給食の目標 

学校給食は、学校給食法に定める次の７つの目標に基づき実施している。 

① 適切な栄養の摂取による健康の保持増進を図ること。 

② 日常生活における食事について正しい理解を深め、健全な食生活を営むことがで 

きる判断力を培い、および望ましい食習慣を養うこと。 

③ 学校生活を豊かにし、明るい社交性および協同の精神を養うこと。 

④ 食生活が自然の恩恵の上に成り立つものであることについての理解を深め、生命 

および自然を尊重する精神並びに環境の保全に寄与する態度を養うこと。 
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⑤ 食生活が食にかかわる人々の様々な活動に支えられていることについての 

理解を深め、勤労を重んずる態度を養うこと。 

⑥ 我が国や各地域の優れた伝統的な食文化についての理解を深めること。 

⑦ 食料の生産、流通および消費について、正しい理解に導くこと。 

（２）献立 

全小・中学校において独自の献立を作成する際には、成長期にある児童・生徒に必

要な栄養素の供給と、地産地消や食文化、食物の生産等に対する理解を深めるため、

東京都産食材や各地の食材を取り入れ、季節の行事に応じた給食や郷土料理を提供す

るなど給食の献立を活用した食育の推進を図っている。季節感のある食材に配慮した

食品構成により各小・中学校において独自の献立を作成している。 

（３）給食食材 

各学校ごとに給食用物資を購入している。また、安全・安心な食材調達に努めると

ともに、産地情報を公表している。 

（４）学校給食費の無償化 

   物価高騰などにより子育て家庭の負担が大きくなっていることを踏まえ、教育に係

る保護者負担と事務負担の軽減を図ることを目的に学校給食費の無償化を実施して

いる。 

（５）給食費（1人当たり月額） 

　 令和7年度 区補助額 保護者負担額

小学校（低学年） 1・2年生 4,770円 4,770円 0 円

小学校（中学年） 3・4年生 5,100円 5,100円 0 円

小学校（高学年） 5・6年生 5,470円 5,470円 0 円

中　　　    学   　　　校 6,200円 6,200円 0 円
 

（６）米飯給食用米の現物給付 

米飯給食用の米を区が購入することにより、保護者負担の軽減を図っている。                              

（７）ふれあい（交流）給食 

小学校における学校給食に地域の方々を招待し、児童とのふれあいの場を設けて交

流を深め、より開かれた学校の実現を目指している。 

   なお、中学校においては、保護者を対象にした試食会や地域の方々を招待する交流 

  給食を実施している。 
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内 容 対象者・実施目的
令 和 ６ 年 度
実 施 回 数

親 子 給 食
新1年生の保護者等を招待し、学校給食に対する一層の理解を得るととも
に、親子の絆をより深める機会とする。

10校 15回

敬 老 給 食
地域の高齢者や児童の祖父母を招待し、体験談や昔の町の様子の話を聞く
など相互交流を通して、敬老精神の育成を図る。

―

感 謝 の 給 食
町会の方々や地域の公的機関等で働く方々を招待し、学校給食を通して地
域との交流を深めつつ、児童の感謝の気持ちを伝える機会とする。

3校 3回

幼 稚 園 児
と の 給 食

次年度小学校に入学予定の園児を招待し、児童との交流を図りながらふれ
あいを深め、学校給食を体験する機会とする。

9校 10回

 

（８）学校給食における食物アレルギー対策 

「学校給食における食物アレルギー対応マニュアル」に基づく対策をはじめ、学校、

保護者、主治医や学校医等の関係者間で連携を図りながら、より安全で安心な学校給

食の提供に取り組んでいる。また、教職員は、食物アレルギーに関する研修等を受講

するなど、正しい知識の習得に努めている。 

 

６ 学校保健衛生 

小・中学校・幼稚園における保健衛生として、定期健康診断その他各種の検査、検診

を実施するほか、校舎内の換気、採光および保温等環境衛生の維持改善を図ることによ

り、児童・生徒・園児および教職員の健康を保持し、学校教育の円滑な実施とその成果

の確保に努めている。 

また、保健管理については、専門的事項に関する技術および指導担当者として、小・

中学校・幼稚園に学校医・園医（内科・耳鼻咽喉科・眼科）、学校歯科医・園歯科医お

よび学校薬剤師を配置している。 

（１）健康診断・各種検査、検診 

① 就園時・就学時の健康診断 

② 児童・生徒・園児の健康診断 

③ 学校の教職員の健康診断 

④ 心臓、目、耳鼻咽喉、歯など各種検査 

⑤ 結核健康診断 

（２）環境衛生 

校舎内の採光・換気・水質検査、騒音等環境衛生に関する調査および維持改善を図

っている。 

今後も「学校環境衛生基準」（平成21年文部科学省告示第60号）に照らして、客観
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的、科学的な方法で定期検査等を実施し、学校の適切な環境の維持に努めていく。 

（３）中央区学校保健会 

学校における保健衛生の調査研究と学校安全の充実・向上を図り、学校教育の円滑

な実施に寄与することを目的に「中央区学校保健会」を設置している。 

学校医・園医（内科、耳鼻咽喉科、眼科）、学校歯科医・園歯科医、学校薬剤師、

学校長、学校保健主任、養護教諭および学校保健協力者による各部会をもって構成さ

れ、事務局を教育委員会事務局学務課内に置いている。 

 

７ 学校安全管理 

（１）光化学スモッグ対策 

光化学スモッグは、区立学校を取り巻く生活環境の悪化により、子どもたちの健康

に直接関わる公害である。光化学スモッグが発生した際、子どもたちの健康を守るた

め、小・中学校に設置されている同時通報ＦＡＸにより、環境土木部環境課からの予

報等発令の通報を受信し、必要に応じて屋外活動を取りやめるほか、健康観察に特に

注意するなど、予防措置を講ずることとしている。 

また、被害発生時においては、関係機関との間に、連絡・通報体制を敷き、それぞ

れ適切な措置を講ずるよう努めている。 

（２）独立行政法人日本スポーツ振興センター災害共済給付制度への加入 

災害共済給付制度のもと、学校・幼稚園の管理下において、負傷、疾病、障害等の

災害を受けた児童等に対して、医療費等の給付が行われている。なお、保険の掛け金

は区が負担している。 

（令和６年度）

件数 給付金額 件数 給付金額 件数 給付金額 件数 給付金額

件 円 件 円 件 円 件 円

213 761,876 117 783,592 9 53,942 339 1,599,410

       医療費等給付実績

小学校 中学校 幼稚園 計

 

（３）こども110番 

子どもを路上犯罪から守るため、区内の家庭、店舗、事業所などに協力を依頼し、

緊急時に逃げ込める避難所として「こども110番」事業を実施している。 

さらに「動くこども110番」として、清掃車などを利用し、子どもたちの安全確保を

図っている。 

登録件数 684件（家庭142件、店舗・事業所416件、官公署126件） 
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（４）防犯ブザーの配布 

子どもたちが通学時などに犯罪や事件に巻き込まれたり、巻き込まれそうになった

事例が発生していることから、小中学生の安全の確保を図るため、緊急時に周囲へ危

険を知らせる防犯ブザーの配布を実施している。 

令和６年度実績 

①  配布対象者 区内在住・在学の小中学生（新１年生他） 

② 新規配布数 2,434個 

（５）安全パトロール 

児童・生徒の登下校時の安全確保を図るため、教育委員会で作成した「安全パトロ

ール」のプレートを自転車に掲示し、小学校のＰＴＡがパトロールを実施している。 

（６）学校・保護者間連絡アプリの運用 

   学校から保護者へ緊急時の連絡などを行うことができるアプリを運用し、情報配信 

  を行っている。 

（７）通学路防犯カメラの設置 

学校と地域などが連携して行う登下校の見守り活動を補完し、安全対策の強化を図

るため、各小学校の通学路に防犯カメラを設置している。 

 

８ 校務支援システムの運用 

  学校間ネットワークを活用して、児童・生徒の基本情報を一元管理し、情報の共有や

効率的な活用を図るとともに、学校・幼稚園における情報管理をさらに徹底するため、

校務支援システムを運用している。 

 

９ 就学援助および就学奨励 

経済的な理由で就学困難と認められる児童・生徒に、義務教育の円滑な実施を補助す

る就学奨励対策として、「生活保護法」に基づく教育扶助費（福祉事務所所管）の支給

のほか、「学校教育法」に基づく就学援助費を支給している。 

なお、区ではこれらに加えて新入学児童・生徒学用品費に標準服相当額を上乗せして

支給している。 

また、区立小・中学校の特別支援学級などについては就学の特殊事情を考慮し、その

就学に関する保護者の経済的負担を軽減することにより、特別支援教育の振興に役立て

るため、「特別支援学校への就学奨励に関する法律」に基づく就学奨励費の支給を行っ

ている。 

  



45 
令和 7年度 中央区教育行政概要 

 

10 実費徴収に係る補足給付事業 

区立幼稚園に通う園児の保護者の経済的負担の軽減を図るため、生活保護世帯または

区民税所得割非課税世帯を対象に日用品・文房具・教材費・行事への参加費などの一部

を助成している。 

 

11 幼保連携型認定こども園への助成等 

幼稚園機能と保育所機能を併せ持ち、学校かつ児童福祉施設として法的に位置付けら

れた幼保連携型認定こども園を運営する事業者に対し、施設型給付費の支払いや運営費

等の助成を行う。 

 

12 多様な集団活動等利用支援 

  小学校就学前の幼児を対象とした多様な集団活動について、当該集団活動を利用する

保護者の経済的負担を軽減する観点から、その利用料の一部を補助する。 

  対象者 対象となる団体または施設を利用する３歳児クラスから小学校就学前の幼児     

の保護者であって、子育てのための施設等利用給付を受けていない者  

補助額 対象となる幼児１人あたり月額上限20,000円 

対 象 施 設 阪本こども園 渋谷教育学園晴海西こども園 

所 在 地 日本橋兜町15-18 １階 晴海４－８－１ １・２階 

運営事業者 学校法人渋谷教育学園 
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Ⅲ 地域との連携・学校開放 

 

１ ＰＴＡ活動への支援 

学校・幼稚園のＰＴＡは、子どもの健全な成長を目的とした社会教育関係団体として

幅広く活動するとともに、連合会を結成して相互の交流と学区域を越えた共通問題の調

査・研究に取り組んでいる。 

教育委員会では、ＰＴＡ活動がより一層充実して活発になるよう、研修会への講師派

遣などの支援をしている。 

 

２ 学校評議員制度 

幼児・児童・生徒、保護者および地域住民の期待に応え、特色ある学校づくりと開か

れた学校づくりを推進するため、全小・中学校・幼稚園に学校評議員制度を設置してい

る。評議員は、学校（園）長の推薦等に基づいて教育長が委嘱し、校（園）長の求めに

応じて学校運営に関する意見を述べることができる。 

 

３ 学校公開 

各学校が、保護者・地域等に日常の授業や教育活動を積極的に公開し、説明責任を果

たすとともに、保護者・地域に開かれ、信頼される学校づくりを行うため、全小・中学

校が年５回程度の学校公開を実施している。 

 

４ 学校等施設開放 

（１）校庭（遊び場）開放 

学校休業日（原則、日曜日および休日）に、ＰＴＡなどの協力を得て、小学校の校

庭を子どもの安全な遊び場として９校で開放している。 

また、公園での活動が難しい遊びや運動の機会を子どもたちに提供する「校庭を活

用した安心できる子どもの遊び場づくり・体力づくり」を月島第一小学校で実施して

いる。 

令和６年４月からは、明正小学校、日本橋小学校および月島第一小学校において、

子どもと保護者が一緒に自転車の練習やキャッチボールを楽しめる場を提供している。

（安全性を考え、従来の「遊び場」と日時を区切って実施） 

（２）子どものスポーツ活動支援 

学校休業日（原則、土曜日）にスポーツ団体やＰＴＡ等地域の非営利団体が利用で
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きるよう、学校の校庭および体育館を開放している。 

（３）柏学園施設開放 

小・中学校の児童・生徒が利用する期間を除き、区内在住、在勤、在学の登録団体

に、スポーツやレクリエーション活動を行うための施設として柏学園を開放している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学園名 利用形態 利用可能日 収容人員・利用対象

　 土・日曜日および祝日・休日 　20室　240人

（学校利用日、学校の夏季・春季休

業期間中および年末年始を除く。た
だし、少年少女団体は学校の夏季・
春季休業期間も利用可能）

社会教育または社会体

育を目的とする６名以
上の団体

（注）少年少女団体：区内に住所を有する小学生・中学生で構成される団体

柏学園 社会教育利用
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Ⅳ 図書・文化財 

 

１ 図書館サービスの推進 

地域の情報拠点・生涯学習拠点である図書館では、区民のニーズや社会的な動向に配

慮しながら図書を収集するとともに、相談機能や子どもが読書に親しむ環境を充実させ、

幅広い世代の知的好奇心に応えるよう、各種サービスを提供している。 

（１）本の森ちゅうおうおよび晴海図書館の開設 

京橋図書館と郷土資料館を一体整備することにより、利用者ニーズに即した蔵書や設

備の充実を図るなど、本区の歴史・文化などを総合的に発信する生涯学習拠点として、

「本の森ちゅうおう」を令和４年12月４日に、また、晴海地区における新たな文化拠点

として、晴海区民センター内に晴海図書館を令和６年７月１日にそれぞれ開設した。 

（２）主要な図書館サービス向上の取組 

    ① 指定管理者制度の導入 

    区立図書館の管理業務については、民間の持つノウハウを活用することで、多様

化する住民ニーズに、より効率的・効果的に対応し、区民サービスの向上を図るこ

とを目的として指定管理者制度を導入している。日本橋図書館および月島図書館に

ついては令和３年４月から、京橋図書館は令和４年４月から導入し、区立図書館４

館全館の運営を指定管理者が運営を行っている。 

今後、新たなサービスの提供など図書館をより多くの利用者に来館してもらえる

施設とするよう、指定管理者を通した図書館サービスの充実に努める。 

  ② 開館時間の延長 

    区立図書館では、令和４年４月から開館時間を延長し、平日の閉館時間を１時間

繰り下げ午後９時とし、土曜日を２時間繰り下げ午後９時までとするなど、図書館

サービスの向上を図っている。 

  ③ 電子書籍貸出サービス 

令和４年９月から、図書館の開館時間や休館期間に影響されない電子書籍の貸出

を行い、図書館に来館することが難しい方にも図書館サービスを提供し、読書機会

の拡充を図っている。 

  ④ 図書館・郷土資料館の普及啓発 

    本の森ちゅうおうでは、「本の森美術館」や特別展、企画展の開催のほか、本の森
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ガイドツアーやワークショップなどのイベントを実施している。 

（３）多様な図書館サービスの提供 

① 身体障害者等へのサービス 

ボランティア朗読者による目の不自由な方への対面朗読サービスや来館すること

が困難な身体の不自由な方や 65 歳以上の高齢の方を対象とした図書、録音テープ、

デイジー（デジタル録音資料）、ＣＤの郵送貸し出しサービスを実施している。 

また、令和２年度より、目で文字を読むことが困難な方に対して点字や音声デー

タなどを広く提供する「サピエ」に加入し、他の公立図書館や施設が製作または所

蔵する点字図書や録音図書を提供するサービスを開始した。 

さらに、ボランティアによる録音テープ資料の点訳整備のほか、月島図書館にお

いては、本の貸し出し・返却をシニアセンターで行える配本サービスを行っている。 

  ② 地域資料の収集など 

京橋図書館地域資料室では、本区発行の行政資料や、地誌・地図・錦絵・絵葉書

など、中央区の歴史・文化に関する多種多様な資料を収集している。 

また、本区各地域の江戸期から今日までの歴史の歩みについて、豊富な地図や絵

を収めて分かりやすく編集した「中央区沿革図集」や「中央区年表」など、各種の

刊行物の有償頒布を行っている。 

  ③ 子どもの読書活動推進 

「子どもの読書活動の推進に関する法律」に基づき、本区では「中央区子ども読

書活動推進計画」を策定し、様々な事業を展開している。令和５年度から５カ年を

計画期間とした「第四次中央区子ども読書活動推進計画」では、「子ども読書の日」

を記念したお話し会等のほか、区立小・中学校で配布されているタブレットを活用

し、子どもの読書活動を推進する学校連携基盤整備やプレディを利用する児童が学

校図書館を活用し、自主学習や読書活動ができるよう環境づくりを行うなど、子ど

もが本と出会い、読書意識の向上につながる各種事業を実施している。 

   ア 読み聞かせの普及啓発 

子どもたちが豊かな感性や想像力を育み表現力を高める機会を拡大するため、

乳幼児などを対象に絵本や紙芝居の読み聞かせを行う「お話し会」を全館で実施

している。 

また、家庭での読み聞かせの普及啓発を図るため「絵本リスト」の３・４カ月

児健診会場における配布や、３歳から５歳向け「絵本リスト」の３歳児健診会場

における配布のほか、全館で保護者も対象とした親子で楽しめる絵本講演会の開

催をしている。 
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イ 子ども図書館員 

小学校第４学年から第６学年までの児童を対象に、図書館に対する理解を深め

るとともに来館する機会や利用の促進を図るため、図書館での仕事体験（子ども

図書館員）を実施している。 

令和６年度参加実績 62 人 

      ウ 小・中学校への図書の定期巡回貸出 

     令和４年度から、図書館司書が選定した本や教科書で紹介されている資料のセ

ットを小・中学校へ定期的に貸し出すことにより、児童・生徒が本に触れる機会

の拡大を図るため、図書の定期巡回貸出を実施している。 

   エ ビブリオバトル 

     令和４年度から、中学生の読書意欲の向上および読書機会の充実を図るため、

図書館と区立中学校が連携し、各校の代表生徒が持ち寄った本を紹介し、一番読

みたくなった本を観戦者が投票で決めるビブリオバトルを実施している。 

 

２ 文化財 

本区は、江戸開府以来わが国の文化・経済の中心として発展を続けてきた地域であり、

その沿革を今に伝える史跡･旧跡等の歴史的･文化的遺産や歴史的資料が数多く存在して

いる。教育委員会は、これらの文化財を維持・管理し次世代の人々に正しく継承してい

くため、文化財の調査・保存に当たるとともに、文化財保護意識の普及を通して、区民

が地域に寄せる意識や関心を高めていくための各種取組を推進している。 

（１）文化財保護 

文化財の保護に当たり、教育委員会では中央区文化財保護条例に基づき、文化財調

査指導員による調査と文化財保護審議会の答申を得て、「中央区民文化財」の指定・登

録を行っている。令和６年度の答申を受け、令和７年４月１日付けで新たに「日本橋

兜町遺跡内 肥後国熊本藩細川家屋敷跡出土肥後国産陶磁器・細川家家紋瓦」の１件

を登録した。 

指定文化財 ７件  登録文化財 107件（令和７年４月１日現在） 

（２）埋蔵文化財 

埋蔵文化財（遺跡）については、開発事業主などの協力を得て、「八重洲一丁目（第

２次）遺跡」・「八重洲二丁目（第２次）遺跡」・「八重洲二丁目（第３次）遺跡」等の

発掘調査を実施した。 

出土した遺物については、発掘調査報告書の発行など記録保存に当たるとともに、

展示や区ホームページでの公開など、積極的な周知・活用を図っていく。 

埋蔵文化財包蔵地 178カ所（令和７年４月１日現在） 
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（３）普及啓発 

文化遺産の保護や普及啓発を図るため、「文化財説明板の設置」や「文化財めぐり」

等を実施している。 

また、文化財関連の書籍として「中央区の文化財」・「中央区文化財調査報告書」等

を発行している。 

①「中央区の文化財」（有償頒布） 

② 中央区文化財調査報告書（有償頒布） 

第１集「築地の外国人住宅」   

第２集「中央区の木造建造物」  

第３集「中央区旧家所蔵文書」 

第４集「椙森神社所蔵文書」 

③ 地図「中央区文化財マップ」（無償頒布） 

④「中央区歴史・文化ガイドブック（日本語版・英語版）」（無償頒布） 

 

３ 近代建築物 100 選の活用 

区内の建造物の中で、意匠的に優れているものや歴史的景観を形成しているものを取

りまとめた「近代建築物100選」の文化的価値を広く周知するため、講演会や企画展の開

催のほか、現地で建物を見ながら解説を聞くまち歩きや記録保存用映像の撮影を順次行

っている。また、各所有者に対して近代建築物の活用を促進するために、活用や転用の

事例等について情報提供するとともに、建築物を維持していくためのアドバイスを行っ

ている。今後、文化財としての登録・指定に向けた所有者への働きかけや助言のほか、

観光・商業面での活用や中央区ホームページ等に掲載するなどその魅力をＰＲし、積極

的な周知・活用に取り組んでいく。 

 

４ 郷土資料館  

郷土資料館は、本区の歴史・文化などを総合的に発信する生涯学習拠点として整備さ

れた「本の森ちゅうおう」に移転し、令和４年12月４日に開館した。 

常設展示室では、本区に関する郷土資料を収集し、収蔵資料を中心に展示している。

また、テーマ別の企画展・特別展等を年３回開催した。さらに、郷土資料館が所蔵する

収蔵資料約30,100点（歴史・民俗資料約15,800点、考古資料約14,300点）をデータベー

ス化し、これまで特別展などでしか目に触れることがなかった収蔵資料をインターネッ

トで広く一般に公開している。 
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